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はじめに
ラオスは，これまで旧社会主義国からの援助で財政収入を賄ってきた。租
税法が1995年に創設されたことを考えると，国内税が創設されてからの歴史
は極めて浅い。これまで，ラオスは取引高税及び個別物品税に大幅に頼る税
制構造を構築してきたが，かかる税制構造の下での財政基盤には疑問も惹起
されており，発展的な経済成長の基礎とするには，必ずしも十分な税制であ
ったとはいいがたい。
そのような中，税制全般に対する見直しが議論され，今日，ラオスは，間
接税の抜本的見直しを行い，これまでの累積型付加価値税からの脱却を図ろ
うとしている。同国における付加価値税の導入には，この国の財政基盤の安
定，あるいは国民レベルにおける経営管理の最も基礎となる記帳制度の定着
など多くの期待が寄せられるところである。そこで，本研究においては，ラ
オスにおけるかかる税制改正の意義とその展望について検討を加えることと
する。
２第１章ＡＳＥＡＮ諸国とラオス経済
ｌＡＳＥＡＮ諸国の経済
（１）概要
東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ：AssociationofSouthEastAsianNa‐
tions）は，東チモールを除く東南アジアの国々であるブルネイ，カンボジ
ア，インドネシア，ラオス，マレーシア，ミャンマー，フィリピン，シンガ
（１）
ポーノレ，タイ，ベトナムの10カ国から形成されている。ＡＳＥＡＮ諸国は，資
本主義体制の下で発展を成し遂げてきたブルネイ，インドネシア，マレーシ
ア，フィリピン，シンガポール，タイの先発ＡＳＥＡＮ諸国と社会主義体制
の下で国家建設を進めてきたカンボジア，ラオス，ミャンマー，ベトナム
(当該４カ国を以下，各国の頭文字をとって「CLMＶ諸国」と呼ぶ）と大き
く２つのグループに分けられる。
ＡＳＥＡＮは，地域の安定と発展を目的としてインドネシア，マレーシア，
（２）
フィリピン，シンガポーノレ，タイの５カ国の加盟で1967年８月に設立された。
1984年には，英国から完全独立したブルネイが加盟している。その後，一時
期のアジア通貨危機を除いては，1990年代以降の加盟各国の順調な経済発展
及びインドシナ地域情勢の安定化を追い風に，地域協力体としての機能拡
大・強化を目指す一方で，ベトナム（1995年)，ミャンマー，ラオス（1997
年)，カンボジア（1999年）の加盟を承認し，10カ国体制が成立して現在に
至っている。
ＡＳＥＡＮの域内貿易比率はいまだ高いものではなく，外資依存型工業化の
構造から見て，統合体としての完成度はＥＵやＮＡＦＴＡに比べて低いとい
（３）
えよう。さりとて，国際経済社会においては，従前とは比較できないIざどの
存在感を示し始めている。かてて加えて，外交活動を活発化することによっ
てアジア欧州首脳会合（ＡSEM)，ＡＳＥＡＮ地域フォーラム（ARF)，
ＡＳＥＡＮ＋３（日・中・韓）首脳会議などの広域制度の確立にも指導力や発
言力を急速に高めていることも注目に値しよう。かような意味においては，
ラオスにおける付加価値税制度（１）（酒井・ＯＮＰＨＡＮＨＤＡＬＡ）３
まさに世界の注目を集めている国際的な連合といい得る。
ＡＳＥＡＮ諸国は，高温多湿の熱帯性気候あるいは亜熱帯性気候であるため
森林資源や農業資源が豊富である。タイを除いたＡＳＥＡＮ各国では，１６世
紀以降の欧米の植民地時代にこうした気候に適したゴム，砂糖，コーヒー，
茶，バナナなどの農業が発展した。また，鉱物資源にも恵まれて，外貨獲得
の面で大きな利点になったが，一方でモノカルチャー経済の形成という問題
（４）
をも招いた。更に，植民地としての歴史は，各国力x多様な民族で構成される
という問題を生じさせた。インドシナ半島におけるクメール系部族，ラオ系
部族，タイ系部族，島蝿部におけるマレー系部族などに加えて，各国には数
（５）
多くの少数部族ｶｺﾞ存在する。中国系住民力i経済面で大きな力を有する国も多
い。かようなことから，政治システム，行政システム，経済システムの未発
達な状態で，ＡＳＥＡＮ諸国の国家建設は幾多の障害に直面しているというこ
とができる。
イ先発ＡＳＥＡＮ諸国
ＡＳＥＡＮ諸国の中で最初にめざましい経済成長を遂げたのは，韓国，香港，
台湾とともに「NIES：新興工業経済地域」の一つに挙げられるシンガポー
ルであった。シンガポールは1970年代からいち早く工業製品の輸出拡大によ
って高度成長を達成した。それに遅れて工業化段階に入ったのはマレーシア，
（６）
タイ，インドネシア，フィリピンの４カ国（ＡＳＥＡＮ４）であった。なお，
ブルネイは人口38万人の小国であるが，石油・天然ガスに恵まれているため，
近年にはシンガポールを抜き，国民一人当たりのＧＤＰがＡＳＥＡＮの中では
一番高い。
ＡＳＥＡＮ４は，1970年代に至るまで伝統的に農業に依存する経済であった。
輸出品目も農産物，木材，鉱産物などといった一次産品が大きなシェアを占
めていた。その後，シンガポールを先頭に，ＡＳＥＡＮ４も1980年代後半から
外国直接投資（FDDの誘致を積極的に推進してきた。各国で相次いで外資
政策が策定され，法人税の減免，資本財・原材料への輸入関税の減免，資本
財の加速度償却などを中心とする投資インセンティブが設けられてきた。外
４国企業が投資をする際の受け入れ窓口となる政府機関も設立された。また，
電力，通信，道路などのインフラ整備が進むとともに，輸出入に関する規制
や関税を極力なくした自由貿易地域が設置されるなどの投資環境が整えられ
た。更に，1985年のプラザ合意を契機に円やＮＩＥＳ諸国の通貨高が進んだた
めに，日本やNIES諸国によるＡＳＥＡＮ４への企業進出が急増し，そのこと
が経済発展を牽引した。特に自動車産業の集積が顕著であったが，とりわけ
（７）
電気・電子産業も着実に成長してきﾒﾆ。
しかしながら，1997年７月にタイで発生した通貨危機は瞬く間に周辺国へ
（８）
伝染し，東アジア経済に深刻な影響を与えﾌﾟこ。タイ政府は国際通貨基金
(IMF）に金融支援を要請し，銀行再建，不良債権処理などに着手し，回復
基調を辿っているが，1990年代前半のような勢いはない。インドネシアには，
ＩＭＦからタイを大きく上回る金融支援が行われた。銀行の経営破綻や政府
債務の急増に加えて，地方独立運動やテロ事件の発生による治安悪化法制
度整備の遅れなどから外国投資が大きく落ち込んだ。一方，シンガポールと
マレーシアでは，通貨危機の打撃が軽微であり，ＩＭＦの支援を受け入れず
に，資本取引規制や為替取引規制などの独自の経済政策を採り経済回復を達
成した。なお，フィリピンでは，そもそも80年代後半以降の先発ＡＳＥＡＮ
諸国における高度成長から取り残され，ＦＤIが低迷していたことが幸いし
たのかもしれない。
ロＣＬＭＶ諸国
ＣＬＭＶ諸国は，ＡＳＥＡＮ諸国の中で経済発展が大きく遅れており，先発
ＡＳＥＡＮ諸国との間には大きな格差が存在する。近代史を振り返ると，
CLMＶ諸国は長らくフランスや英国の植民地時代，米国による軍事介入や
民族問題に起因する内戦が続き，経済発展の契機を見出せないまま冷戦時代
を送った。ベトナム・ラオス（1986年)，ミャンマー（1989年)，カンボジア
(1993年）はそれぞれ市場経済への移行を決定したが，まだ十数年が経過し
（９）
たに過ぎず，スタートカゴ遅れたことのハンディは極めて重いといえよう。
ＣＬＭＶ諸国は，内戦の続いたカンボジアを除くと，各国とも市場経済化
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への移行プロセスに沿って，高い成長率を達成している。軍政の続くミャン
マーを除き，かつての農業依存の産業構造から明らかに工業化が進展してい
る。低賃金労働を活用するＦＤIなどで縫製業や食品加工業などが進んでい
る。とりわけ，ＥＵや米国からの特恵関税の恩恵を受けて繊維縫製品の輸出
が顕著であるといえよう。また，卸・小売の流通業や観光開発のサービス業
も活発になっている。一方，地場産業に関しては，多くの国有企業が民営化
プロセスの中で健全性を維持し，外国資本との合弁で生産規模を拡大してい
る。他方，カンボジアやラオスでは，ＦＤIより上回る政府開発援助（ODA）
などの援助資金によるインフラや制度の整備が経済の下支えとなっている。
ＣＬＭＶ諸国は，アジア通貨危機の影響で周辺ＡＳＥＡＮ諸国の景気後退に
よるＦＤIの減少などを受けて，一時的には経済成長が減速したが，1999年
に入り再び成長の軌道に回帰することができた。近時は，特にベトナムのマ
クロ経済安定化が顕著である。財政・金融システムの制度整備が進み，民間
セクターの活動も活発化しているところからみると，経済がテイクオフ段階
に入ることを予感させる。
（２）経済発展の経緯と成長メカニズム
（10）
イ輸入代替工業ｲﾋの時期から輸出志向工業ｲﾋへの転換
ＡＳＥＡＮ４は，1960年代に入って輸入代替工業化政策を採用し，軽工業品
など技術水準が比較的低い産業からその後鉄鋼や石油化学の素材産業にまで
及んでいる。国有企業は，主に資本集約型産業の輸入代替工業化を担う場合
が多かったが，この段階で食品や家電の分野で国内市場を目的とした民間投
資も散見された。結局，輸入代替工業化政策は工業化の基盤を形成する上で
有効であったが，国内市場が小さかったため，1970年代に入りその限界に直
面した。
タイとマレーシアは，一部の内需重視の基幹産業を除いて，輸入代替工業
化の限界から輸出志向工業化政策に転じて，積極的な外資受け入れ政策を採
用した。すなわち，1980年代に入って，外資規制緩和，外資優遇策の導入，
工業団地の整備などの輸出志向型産業の政策を本格化したのである。まず，
６繊維・衣料や食品・木材加工などの労働集約型軽工業分野が成長し，1980年
代後半から電気・電子などの機械産業も急成長した。また，石油収入を基に
政府が積極的な投資を行うことにより経済発展を推進してきたインドネシア
では，輸出志向工業化政策への取り組みが遅れた。インドネシアにおいてそ
れが開始されたのは1980年代後半になってからである。フィリピンも1970年
代に輸出志向工業化政策を打ち出したものの，実質的には輸入代替工業化政
策が維持され，内政不安もあって外資の進出は遅れた。
一方，ＣＬＭＶ諸国においては，ベトナムを除くとほとんど自国資本によ
る製造業の集積が見られない。同国では，開放政策が採られた直後も，社会
主義体制時代の国有企業による生産活動体制を温存したために，民間企業に
よる輸入代替工業化を進める機会を失ってしまったとみてよかろう。このた
め機械部品から一般家庭用品，消費財に至るまで，ほとんどの製品を隣国の
タイや中国に依存せざるを得ない構造問題となっているのである。
ロ見直しを迫られる成長メカニズム
シンガポールとＡＳＥＡＮ４の高度成長には，外国投資と輸出の間の好循環
メカニズムが働いた。また，各国の国民所得の増加に伴う内需拡大も域内貿
易を活発化させた。家電製品などの耐久消費財の普及率は上昇し，モータリ
ゼーションも急速に進展した。しかしながら，先発ＡＳＥＡＮ諸国は1997年
のアジア通貨危機によって経済の後退を余儀なくされる一方で，これまでの
発展メカニズムの見直しを迫られる制約に直面しているのも事実である。
（11）
そこには，次のような４つの要因ｶｺﾞ考えられる。
第一は，中国の台頭である。中国は1990年代に入ると低廉で豊富な労働力
の面で優位性を持ち，経済成長を本格化させた。当初，先発ＡＳＥＡＮ諸国
は産業高度化によって中国に対して競争力を維持できる，あるいは中国との
補完関係を維持できると考えられた。しかしながら，アジア通貨危機によっ
てＡＳＥＡＮ経済が停滞する中で，中国は世界の生産拠点としての地位を高
めたのである。現在では，国際市場において外国直接投資はＡＳＥＡＮ諸国
から中国へとシフトしている。
ラオスにおける付加価値税制度（１）（酒井・ＯＮＰＨＡＮＨＤＡＬＡ）７
第二に，域外市場への依存度の高さである。ＡＳＥＡＮ諸国の輸出の大半は
米国，日本，ＥＵ向けである。域内貿易の比率は２割台に止まっている。先
進国市場の伸びは，ＡＳＥＡＮ諸国の輸出の伸びと比べると緩やかであるため，
限られた世界市場において厳しいシェア獲得競争に直面している。
第三に，特定産業に偏る先発ＡＳＥＡＮ諸国の産業構造である。シンガポ
ールとマレーシアは，電気・電子産業及び化学産業への集中度が高く，軽工
業の比率は極めて低い。タイ，インドネシア，フィリピンは食品や繊維が主
要産業であり，軽工業の比率が高いが，電気・電子産業の比率も高まってい
る。１カ国ではいずれも市場規模が小さかったため，規模の経済を実現でき
なかったのである。また，そのことに加えて豊富な農業・森林・鉱物の資源
賦存の違いにより，各国独自の資源加工型産業が発展した。
第四に，技術蓄積の遅れである。外資主導による輸出志向工業化は，資本
財・中間財の輸入増加と外国技術への依存度の拡大という問題を伴った。国
内には，外国企業の技術スピルオーバーの受け皿である素材，部品や関連サ
ービスを供給するサポーティング・インダストリーの発展が不可欠であるが，
1990年代になってもその育成が遅々としたものであった。他方，地場企業の
研究開発（R&D）能力の蓄積も不十分であり，特にシンガポール，マレー
シアでは，エンジニアや熟練労働者の供給不足の制約が顕在化している。
一方，ＣＬＭＶ諸国の成長メカニズムは，未熟な市場経済体制経験である
ために，かつて先発のＡＳＥＡＮ諸国が段階的な市場開放政策である輸入代
替から輸出志向への転換をとても採用できない幾多の問題に直面している。
先進国の投資資金，人材・知見，効率的な制度をいかに導入・活用できるか
が鍵となるが，とりわけ，以下に挙げる３つの克服すべき課題について整理
（12）
する必要力iあろう。
まず，マクロ経済の安定化である。市場経済体制移行国の最も重要な課題
はマクロ経済の安定化といえる。競争力を失った国有企業の整理とその失業
対策，国有銀行の不良債権処理と健全化には相当な財政支出が必要であり，
計画経済時代以来の`恒常的な財政赤字体質から脱皮することが難しい。また，
８CLMＶ諸国の共通課題としてダラライゼーション（ドル化経済）の問題が
ある。特にカンボジアとラオスでは国内貯蓄や通貨流通量の６～８割がドル
とタイバーツにより占められている。ドル化が進んだ経済では，自国通貨を
通じての金融政策が効かなくなり，マクロ経済コントロールをより困難なも
のにする。自国の通貨の価値が維持できれば，ダラライゼーションに歯止め
をかけることに繋がるのである。
次に，銀行の健全化と国内貯蓄の拡大である。計画経済時代の政府のモノ
パンク制度（国庫管理，中央銀行機能，商業銀行機能の包含）から，商業銀
行と中央銀行機能の分離など銀行の健全化が進んできている。更に，政府へ
の信頼や銀行システムへの信用が高まれば，国内貯蓄や納税水準が拡大し，
国内投資や貿易に必要な資金が提供され，ひいては先発ＡＳＥＡＮ諸国の貯
蓄超過資金の受け皿へとつながる。
最後に，未熟な制度整備と人材不足問題がある。市場経済体制には，新し
い理念・目標の下で新しい行動規範や経済取引ルールが必要となる。市場の
健全な発展には，民間ビジネスや市場規律を保つための法令，金融貸借ルー
ル，会計基準などの様々な法整備が欠かせない。各国に新しい近代的法律体
系を定着させる専門の法律家を育成し，地道に国民に対する啓発活動を展開
することが必要である。また，人材面では，民間ビジネスを担う企業家や経
営者が絶対的に不足していることも共通の課題であるといえる。新しい制度
の導入・定着や専門人材の開発は，中長期的視野に立って計画・実施してい
く必要があろう。
（３）今後の展望
ＡＳＥＡＮ諸国が経済成長を維持していくためには，先発ＡＳＥＡＮ諸国が
技術のキャッチアップを継続していくと同時に，経済発展の成果を発展途上
のＣＬＭＶ諸国へ波及させることによって，地域全体でダイナミックな成長
メカニズムを生み出すことが望まれる。
その戦略として考えられることは，まず第一に国際分業体制の中で
ＡＳＥＡＮ諸国が比較優位を発揮できる分野を再認識することである。シンガ
ラオスにおける付加価値税制度（１）（酒井・ＯＮＰＨＡＮＨＤＡＬＡ）９
ポールやマレーシアなどの先発ＡＳＥＡＮ諸国では，労働集約型産業から知
識集約型産業に産業高度化への取り組みが必要である。一方で，ベトナムな
どの新規加盟国では，低コストの労働力を活かし，軽工業に特化して競争力
を高めることが必要となる。その上で巨大な市場規模を持つ中国との相互補
完関係を構築していくことが不可欠であろう。
第二は，ＡＳＥＡＮ自由貿易地域（ＡＦＴＡ）を通じて域内関税の引下げ，
非関税障壁の撤廃，投資の自由化を進めることにより，域内の貿易・投資を
促進させていくことである。交通実効特恵関税協定（CEPT）スキームの下
で，原則として最終的には，先発ＡＳＥＡＮ諸国は2010年までに，ＣＬＭＶ諸
国は2015年までに，域内の輸入関税を完全に撤廃することになっている。域
内において無関税で貿易を行えるため，生産拠点としての競争力が高まると
同時に，市場開拓を目的とした投資も活発化すると期待され，域内分業の進
展によりＡＳＥＡＮ全体の生産効率性が向上すると考えられる。
第三は，ＡＳＥＡＮ諸国の間の大きな経済格差を是正することである。その
鍵となるのが中小（零細）企業の活,性化である。経済のグローバル化が進む
中で中小企業をめぐる経営環境はますます厳しくなっていく。特に，先発
ＡＳＥＡＮ諸国では機械部品などの中間財を供給するサポーティング・インダ
ストリーの活性化が重要である。一方で，ＣＬＭＶ諸国では農産品・手工芸
品などの零細企業や食品・縫製品などの中小企業の近代化，振興を積極的に
進めていく必要がある。
今後，ＡＳＥＡＮ諸国が1990年代前半のような高度成長を再現することは難
しいかもしれないが，同諸国は豊富な天然資源，巨大なマーケット，産業蓄
積などの潜在力を有している。ＡＦＴＡを通じたリンケージ強化により域内
の最適な産業配置が進み，生産効率の向上が新たな外国直接投資の呼び込み
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につながれば，成長の軌道を維持できるのではない力｡と期待される。
1０
２ラオスの経済発展の現状と課題
（１）概要
ラオスは，インドシナ半島の中央に位置し，中国，ベトナム，カンボジア，
タイおよびミャンマーと国境を接する内陸国である。国土面積236,800kniに
対して，人口はわずか約600万人（2006年統計）である。国土の広さに比べ
人口が少なく，しかも海岸線を持たないという地理的条件であり，隣国に比
べて市場発展の潜在性や初期条件において劣位にあるとみるべきかもしれな
い。また，国内には約47の少数民族が同居する多民族国家である。社会基礎
統計を概観すると，ラオスは人間開発・教育水準や貧困などの社会指数が力
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ンポジアと並ぶ最下位にランクされている。ラオスに滞在し，貧しいなｶｺﾞら
もメコンの流れのようにゆっくりとした時間の経過と豊かな自然や人々のや
さしさに触れると，改めて「物質的な豊かさ概念」に疑問を感じざるを得な
い。これは，筆者（ラオスに育ったonphanhdalaのみならず，これまで２
度の滞在をした酒井にとっても）いつわらざる視点である。しかしながら，
安全な水・保健医療，道路・電力・通信などへのアクセスができない地域・
貧困層を考えると，国家として「経済発展」「後発開発途上国からの脱却」
を目標としなければならないのも必然であろう。
1353年に建国され仏教文化を基礎に栄えたランサーン王朝が今日のラオス
の原型となっている。近代史を振り返ると，ラオスは長期にわたるフランス
による植民地（1899年～1953年)，独立後の内戦（米軍介入および民族問題）
の時代が続いた。ベトナム戦争直後の1975年12月には王政が廃止されて，今
日の「ラオス人民民主共和国」が成立され，穏健な社会主義の道を歩むこと
になる。しかし，計画経済の失敗を受けて，1986年には「チンタナカーン・
（15）
マイ（新`思想)」政策が採択されて市場経済ｲﾋへの体制移行を決定した。以
降，中央集権的農業運営の放棄，民間活動の規制緩和，国有企業の民営化な
どが進められた。また，ラオス人民革命党（LPRP）一党による社会主義体
制の堅持の中でも，近年の総選挙では議員の若返り，高学歴化が進んでおり，
今後の新たな政策展開が期待されている。
ラオスにおける付加価値税制度（１）（酒井・ＯＮＰＨＡＮＨＤＡＬＡ）１１
（２）マクロ経済の動向
1986年に新経済政策（ＮＥＭ）の導入により市場経済化移行を進めること
になったラオスは，経済発展の軌道に乗り，1990年代以降，年平均６％台の
高い成長率を示した。しかし，1997年のアジア通貨危機によってタイなどの
周辺国からの投資が大きく減少したことに加えて，デフレ懸念を灌概システ
ムや道路整備の公共投資で支えようとした国内政策の失敗により，ハイパー
インフレーション・自国通貨Ｋｉｐの大幅下落が発生したため，隣国の成長
の勢いに及ばなかった。ラオス経済は，通貨危機を切り抜け，2000年に入り
何とか物価上昇を安定させ，成長の軌道に回帰してきているものの，次のよ
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うなマクロ経済における構造問題を抱えている。
第一は，恒常的な財政赤字問題である。財政赤字体質は，貧困対策上積極
的になりがちな政府支出を歳入が十分に賄い切れていないことを示している
といえよう。この赤字は，少ない国内貯蓄からの財政調達することが困難で
あり，毎年，海外からの開発援助で補填する構造を意味している。ハイパー
インフレによる自国通貨の下落は経済を混乱させると同時に，脆弱な金融市
場において実質金利を歪め，銀行の健全な発展の制約要因となっている。特
にＡＦＴＡによる関税収入の減少が懸念されるなど財政規律の回復において，
歳入面の徴税能力の強化及び歳出面の公共投資計画の見直しが不可欠である
ように思われる。なお，この辺りについては，後述することとする。
第二は，,恒常的な貿易赤字問題である。国際収支においては，貿易赤字体
質が顕著である。輸出品目は限定的で縫製品，電力，木材製品，コーヒー，
金が主要となっている。一方，国内供給力が弱いため，輸入品目の範囲は広
く家庭用品・機械部品などの耐久財から一般消費財に至るまでタイなどの隣
国に依存せざるを得ない状況にある。貿易収支の不均衡は，財政赤字と同様
に海外からの開発援助などで補填している。工業化が遅れ，内陸国の地理条
件のハンデを背負うラオスは，先発ＡＳＥＡＮ諸国のように外資による輸出
志向型産業の発展を図ることは困難である。現状の水力発電の能力拡大・鉱
物資源の開発及び農林産品や伝統工芸品の輸出拡大に取り組む必要があるの
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ではなかろうか。
（３）産業構造
ＣＬＭＶ諸国におけるＧＤＰの産業別構成を比較すると，農業依存から工
業化へ向かう動向が共通して観察される。ミャンマーを除くと，各国が市場
経済への体制移行後，ＧＤＰに占める工業のシェアはほぼ倍増し，工業化の
深化が進んでいることがわかる。先発ＡＳＥＡＮ諸国が外国直接投資（FDD
によって工業化及び輸出拡大化を図り，低水準であった国内貯蓄を補った経
験がある。ラオスでも，1988年に外国投資法が制定され，1994年に同法の大
幅改正とビジネス法の制定があり投資環境整備が進んだ。しかし，特に
FDIに牽引されたベトナムの工業化の深化度が顕著であるのに対して，ラ
オスは1990年代後半以降の工業化の深化が鈍くなり，未だにＧＤＰの約半分
が農業に依存する産業構造に特徴がある。インフラ整備状況，低賃金労働者
の供給力，現地部品調達の有用性などの工業立地条件に劣るラオスでは，ア
ジア通貨危機以降もＦＤIが低迷したままである。また，就業構造を比較す
ると，カンボジア，ミャンマー，ベトナムが農業・工業・サービス業の６：
１：３であるのに対して，ラオスの場合は，８：１：１と極端に農業従事者
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の割合が高い。工業化促進に制約が多いラオスにあっては，貧困筒Ｉ減におい
ても農業部門の生産性向上，所得拡大が重要な課題となっているといえよう。
ＧＤＰ構成を個別産業ごとに概観すると，農業セクター及びサービスセク
ターの安定した拡大傾向を読み取ることができる。一方，工業セクターのう
ち，特に縫製品を中心とした製造業が牽引している状況も分かる。近年では
オーストラリアの資本投入により金などの採掘による鉱業の成長が顕著であ
り，この分野は輸出産業として拡大し続けている。2005年の輸出統計による
と，金の輸出額が初めてトップに躍り出て，縫製品および売電の輸出額を大
きく上回った。今後の比較優位産業の展望を考えると，縫製品については，
ＥＵの特恵関税の恩典を受けて競争力を維持しているが，将来にわたって競
争力が保証されている訳ではない。これからは伝統に根ざした絹織物や綿織
物のデザイン，草木染め技術などを活かして付加価値の高い高品質な繊維製
ラオスにおける付加価値税制度（１）（酒井・ＯＮＰＨＡＮＨＤＡＬＡ）１３
品を生産し，輸出マーケットを拡大していかなければならないのではなかろ
うか。また，電力業については，輸出拡大が期待される分野であるが，発電
能力の拡大にはさらなる外国資本による設備投資が必要であると思われる。
他方，木材製品については山間部住民による焼き畑移動耕作や不適切な伐採
による森林資源保全問題が懸念されている。持続可能な森林資源をベースと
しながら，今後は原木・製材輸出からより加工度を高めた家具や木製品の輸
出振興を図ることが望まれるところである。
ラオスの観光産業及びハンディグラフトは成長が期待される分野である。
国家統計局によれば，ラオス訪問外客数は1995年の35万人から2005年には
110万と10カ年で３倍増加している。隣国タイとベトナムを除くと，
ASEAN域外国からの訪問客増加が顕著である。日本からの観光客数も1995
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年の４千人から2005年の２万３千人へと５倍増加してし､ろ。観光資源として
は，旧宮殿や仏教寺院が遣る世界文化遺産都市の古都ルアンパバーンを筆頭
に，ジャール平原，クメール寺院ワットプーなどがある。農村部や山岳地域
の農業従事者の副業として美しいデザインの絹織物，綿製品，木工品などの
ハンディクラフトが伝統工芸店や露天にならび，観光客の目を惹き付けてい
る。製品のほとんどが内製されることから，その付加価値が生産者（農民）
の所得水準向上や貧困削減に繋がることも望ましいことである。
（４）財政と金融
ラオス経済は，「新経済政策」を実施したのを皮切りに，経済改革を積極
的に推進し，高い成長を成し遂げてきた。世銀及びＩＭＦの構造調整融資プ
ログラムを通じて，財政面においては，国有企業の独立採算制導入や民営化
が進められ，金融面においては金融機構の見直しによって国家財政の規律回
復が図られた。民営化された企業の中では，「ビアラオ」を生産するラオ・
ビール会社（タイ，シンガポール資本）は民間型のマネジメントで業績を伸
ばし，ラオス最大級の法人納税者となっている。しかしながら，ラオス航空，
電力事業会社，山岳地域開発公社などの不採算国有企業及び国有商業銀行の
資金繰り（不良債権拡大）といったモノバンク時代の国家財政と金融制度の
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一体的運営を完全に払拭できていない。脆弱な状態であるといわざるを得な
い状況にある財政・金融制度の構造上の問題点については，以下のように整
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理することカゴできよう。
イ財政制度問題
世銀及びＩＭＦの構造調整融資プログラム以降は，いわゆる需要抑制型の
財政合理化政策が実施され，国有企業の経営実態の透明化と再建への取組み
に加え，徴税基盤の拡充や歳出合理化が図られてきた。現在の歳出入構造を
見ると，歳出面では，国際機関の援助を導入した道路等のインフラ整備を中
心とした公共投資にかかるローカルコスト負担，施設維持管理運営費用の支
出増大が歳入の規模を大幅に上回る水準で恒常的な財政赤字となっている。
インフラ整備に関して政府の役割は極めて大きく，ラオス経済の発展段階を
考慮すると，公共投資は引き続き相当大きなものになるであろう。もちろん，
歳出面における健全な公共投資案件の優先順位付の徹底と関係省庁・地方政
府における人材能力向上が必要であることはいうまでもない。
一方，歳入面では，法人税や所得税などの直接税割合がかなり少なく，徴
収能力も弱いため，賦課徴収を可能とするところから多様な税目・手数料を
徴しており，それがために複雑な財源体系となっている。それに，ＡＦＴＡ
締結に続いて将来のＷＴＯ加盟による関税引下げに伴う税収減少が懸念さ
れている。ラオスにおいては行政官あるいは組織的執行能カー般に問題があ
る指摘されることがあるが，賦課徴収が比較的容易とみられる項目に係る輸
出入税が期待できなくなることには問題視する向きもあろう。既存の税目に
関する税務行政上の執行体制及びその技術的観点での能力向上はもちろんの
ことであるが，間もなく2008年に導入される付加価値税（ＶＡＴ）による税
基盤の拡大は大変重要な課題となってくるといえよう。しかしながら，未熟
な商,慣習の中で複雑な制度定着を図ろには，租税関係の専門家の育成や制度
の啓発・普及を行う必要があり，税務に関する人材不足問題の解消が急務で
あるように思われる。既にラオス政府もこの問題に対する認識を有しており，
日本やスウェーデンの他，先行する親交の深いベトナム（1999年にＶＡＴ制
ラオスにおける付加価値税制度（１）（酒井・ＯＮＰＨＡＮＨＤＡＬＡ）１５
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度導入）による技術協力力i実施されている。なお，筆者（酒井）もかかる協
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力の一環として，これまでラオスにおける税務行政実務研修に参ｶﾛしてきた。
ロ金融制度問題
ラオスにおいては，貨幣を用いない自給自足的農業者に加えて，かなりの
経済的余剰者が外貨（ドルやタイ・バーツ）や貴金属の形で退蔵されたまま
となっており，それらが金融システムに十分に吸収されないことから国内貯
蓄率が極めて低い状況にある。銀行側の問題としては支店網が少なく不便で
ありサービスの水準も低いことが指摘できる。もっとも，そもそも銀行預金
に対する馴染みが未だに薄く，インフレ懸念による実質金利の享受の歪みな
どにより，国内銀行の金融仲介機能が健全に発揮されていないという点を指
摘することも可能であり，かかる機能が経済成長に十分貢献できていないと
いわざるを得ない。
金融制度は，1989～1991年の中央銀行法公布により国家銀行のモノバンク
時代から二層銀行制（中央銀行機能と商業銀行機能の分離）へと移行される
形で改革が始まった。更に，翌年の1992年から外銀支店及び合弁銀行の営業
許可が始まった。その後も銀行経営健全化の取組み強化や国有商業銀行の集
約化の改革が実施された。７つの国有商業銀行が外国商業銀行（BCEL）と
ラオス開発銀行（LDB）の２行に集約化されて現在のラオスの銀行制度と
なった。政策金融機能の必要性から特殊銀行として農業振興銀行（APB）
が創設された。更に，新たに開発金融機関の創設も検討中されている。一方，
外資・合弁銀行では，JointDevelopmentBankとLao-VietBankの外資
合弁銀行がある他，外銀支店のBangkokBank,PublicBank,ＳｉａｍＣｏｍ
ｍｅｒｃｉａｌＢａｎｋ，ＴｈａｉＭｉｌｉｔａｒｙＢａｎｋ，ＫｒｕｎｇｔｈａｉＢａｎｋ，ＡｙｏｕｄｈｙａＢａｎｋ
の６行がある。そして，民間銀行のVientianeCommercialBankと外銀駐
（22）
在員事務所のStandardCharteredBankカゴある。
ラオスの商業銀行には，不採算な国有企業向けの指令貸付時代（現在は原
則禁止）からの不良債権の累積や脆弱な銀行経営能力，中央銀行によるモニ
タリング能力の欠如など制度面・人材能力面での難問が山積している。これ
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らの問題を克服し，人々が信頼できる金融システムを構築し，国内貯蓄動員
と投資拡大のためのチャンネルを整備することが必要である。
（５）ラオスのＡＳＥＡＮ加盟とＡＦＴＡ参加意義
ラオスは市場経済体制の定着に向かって乗り越えなければならない構造問
題を抱えつつも，1997年にＡＳＥＡＮの仲間入りを果たした。同時にＡＦＴＡ
のＣＥＰＴに関する議定書に著名を行った。このＣＥＰＴスキームにより，一
時的除外品目（TEL）やセンシティブ品目（SL）の適用品目（IL）への移
行を段階的に行い，原則として一般的例外品目（GEL）を除いた全関税品
目数の関税引下げを2008年１月１日までに０～５％とする。そして，最終的
には2015年１月１日までに適用品目の関税率を０％に移行させる。
ラオスのＡＳＥＡＮ及びＡＦＴＡへの加盟・参加は阯自国内の対外経済問題
に関連する諸制度・諸組織の改革を従来よりも一層早く進めなければならな
いことを示している。国際取決めに対して国内でも迅速に議論・調整し，短
期間に制度的バックアップ体制を構築しなければなるまい。経済関連諸制度
及び組織が十分に整備されれば，貿易・投資の面でラオス経済がＡＦＴＡ参
加によって亭受する潜在的利益は大きい。一方で，既にベトナムーラオスー
タイ間の東西経済回廊がほぼ完成しており，中国雲南省一ラオスーカンボジ
ア間の南北経済回廊などの域内インフラ整備が完成すれば，周辺各国からの
企業進出を従来よりも一層多く受け入れることができるばかりでなく，近い
将来にはラオスがＬａｎｄＬｏｃｋからインドシナ半島の物流拠点，Land
Bridgeとなる可能性が現実味を滞びることになるであろう。ここで，
AFTAの自由貿易化がどのようにラオス経済へ影響を与えるかを以下のよ
（23）
うに整理しておきﾒこい。
ポジティブな側面：
－市場参入障壁が少なくなることによって，外国資本流入が投資や貿易を拡
大し，経済活動を活発化させ経済成長を押し上げる。
－外資参入による設備投資の事業拡大や近代的なマネジメント技術の導入．
ラオスにおける付加価値税制度（１）（酒井・ＯＮＰＨＡＮＨＤＡＬＡ）１７
波及が図られ，市場経済化を促進する。
－ビジネスの拡大により雇用機会が増加する。
－輸出拡大に伴う輸出関税収入が増加する。
ネガティブな側面：
一安価な輸入製品が流入し，国内産品を駆逐する。
－有力なビジネスの支配権を外資が掌握し，凌駕される。
－輸入関税収入の減少により財政問題を圧迫する。
かように，正負のインパクトを受けながらもラオスは市場経済化を進める
べきであろう。このことは，政府の役割としてマクロ経済安定化銀行の健
全化と国内貯蓄の拡大，民間中小企業の振興などの問題に取り組んでいかな
ければならないということを意味する。そのためには，歳入面における安定
した税収の確保及びそのための税務執行体制の強化を挙げることができる。
また，歳出面における健全な公共投資計画の策定も不可欠である。
以下，本稿では政府歳入に直決する付加価値税制度の導入について考察す
る。歳入面では，ＡＦＴＡ参加以前，歳入の約20％を占めていた輸入関税が
域内貿易自由化以降減少しており，現在では歳入の約12％まで落ち込んでい
る。他面，関税引下げ効果による輸出拡大に伴う輸出関税収入はＡＦＴＡ参
加以降も歳入の約１～２％のままであることにも注意すべきである。今後は
金の輸出拡大によって上昇が見込まれるものの，これは経済全体の活性化に
よってもたらされるものではない。
そこで新たに導入される付加価値税制度による税収基盤の拡大は極めて重
要な課題となってくると考えられる。次章以下においては，ラオスにおける
付加価値税制度の導入経緯・特徴及びその意義と展望について論ずることと
する。
（１）なお，2002年５月に独立した東チモールは現在ＡＳＥＡＮへの加盟準備中であ
る。
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（２）ＡＳＥＡＮ設立の役割，整備プロセス，協力体として機能の拡大・強化につい
ては，糸賀滋編「動き出すＡＳＥＡＮ経済圏：2008年への展望』３１頁以下（アジア
経済研究所1994)，青木健『ＡＦＴＡ～ＡＳＥＡＮ経済統合の実状と展望～』２１頁以下
（日本貿易振興会2001）参照。
（３）経済の統合度合いを示す指標の一つとして域内貿易比率があるが，ＡＳＥＡＮ
の90年代から20年代にかけて輸出入とも20％台で推移したのに対してＥＵや
ＮＡＦＴＡの40～60％に比べてははるかに小さい。青木健『アジア：経済持続的成
長の途』７５頁以下（日本評論社2000）など参照。
（４）ＡＳＥＡＮ諸国は，特定の一次産品に特化したモノカルチャー経済の性格を有
していた。欧米の植民地となった国々では，宗主国に対する原料供給拠点として
位置づけられる一方で，宗主国で生産された工業製品の消費市場となった。
（５）ラオスに関する民族問題については，加藤剛編『変容する東南アジア社会：
民族・宗教・文化の動態』９３頁以下（めこん2004）や林行夫＝合田濤編『東南ア
ジア」175頁以下（明石書店2005）参照。
（６）急速で持続的な経済成長と所得格差の縮小を達成した東アジア（日本，香港，
韓国，台湾，シンガポールインドネシア，マレーシア，タイ）を取り上げた文
献は多数存在するが，世界銀行が発表した「T伽EnstAsjα〃Ｍｍｃﾙ:ＥＣＯ"o〃ｃ
ＧｍｚｕＺ/zα"ｄＰｚＪＭｃＰＭＣｙ」(OxfordUniversityPress,1993）が最も著名であろう。
（７）1985年の先進５カ国蔵相会議（Ｇ５）におけるプラザ合意によるドル高是正の
影響は極めて大きかった。合意前に1ドル＝240円前後であった通貨は急激な円高
へと転じ，その後３年間で約85％の切上げとなった。急激な円高によって国際競
争力の低下を防ぎ，また欧米との貿易摩擦を回避するために，日本企業は低コス
トの生産地ではなくなった国内からＡＳＥＡＮ諸国への生産シフトを積極的に推進
した。
（８）アジア通貨危機の原因とそのメカニズムについては，国宗浩三編「アジア通
貨危機：その原因と対応の問題点』４７頁以下（第２章）及び126項以下（第４章）
（アジア経済研究所2000）参照。アジア通貨危機の理論，実証，政策面からの分析
については，橋本優子『アジア通貨危機を越えて：危機の背景と影響，協力体制
への模索』１項以下（第１章）（三菱経済研究所2006）参照。
（９）ＣＬＭＶ諸国の沿革については，日本政策投資銀行メコン経済研究会「メコン
流域国の経済発展戦略一市場経済化の可能性と限界」３頁以下（第１章）（日本
評論社2005）参照。
(10）ＡＳＥＡＮ４の経済発展については，鈴木峻「東南アジアの経済一ＡＳＥＡＮ４カ
国を中心に見た〔第３版〕」19頁以下（お茶の水書房1999）参照。また，輸入代
替・輸出志向工業化政策といった経済発展段階については，渡辺利夫「開発経済
学入門」８２頁以下（第５章）及び'０５頁以下（第６章）（東洋経済新報社2001）な
ど参照。
(11）先発ＡＳＥＡＮ諸国の発展メカニズムの制約要因については，渡辺利夫＝向山
英彦編「中国に向かうアジアアジアに向かう中国」５７頁以下（東洋経済新報社
ラオスにおける付加価値税制度（１）（酒井・ＯＮＰＨＡＮＨＤＡＬＡ）1９
2001)，今井宏ほか「２１世紀アジア経済」114頁以下（頸草書房2003)。
(12）日本政策投資銀行メコン経済研究会・前掲注９，１６頁以下参照。
(13）渡辺＝向山・前掲注11,57頁以下，今井・前掲注11,119頁以下参照。
(14）アジア開発銀行（ADBKeylndicators）およびＵＮＤＰ人間開発報告（2006）
参照。
(15）ラオスの市場経済化への体制移行については，天川直子＝山田紀彦「ラオス
一党支配体制下の市場経済化』７頁以下（アジア経済研究所2005）参照。
(16）ラオスのマクロ経済指数の長期データについては，アジア開発銀行（ADB
Keylndicators）参照。
(17）本来，工業化の過程において過剰労働力を抱える第１次産業が工業部門への
低廉な労働力の供給源となり，就業構成のウェイトが第１次産業から第２次産業
へ移動するというペティ＝クラークの法則があるが，ラオスにおいて農業就業者
の割合がほとんど減少しない。
(18）ラオスの基礎統計については，ラオス国家統計局資料（NationalStatistics
CenterLaoPDR）参照。
(19）ラオスの財政・金融構造上の問題については，堂本健二「ラオス経済の移行
過程と国際化」滋賀大学経済学部研究叢書第33号32頁以下，日本政策投資銀行メ
コン経済研究会・前掲注９，７９頁以下参照。
(20）例えば，スウェーデンによるラオス税務行政の技術協力については，「Finan‐
cialandAdministrativeSystemsinＬａｏＰＤＲ」２２項以下（Swedishlnternation‐
alDevelopmentCooperationAgency:ＳＩＤＡ2003）参照。
(21）平成17年12月に実施した（財)国際金融情報センター（JapanCenterforInter‐
nationalFinance:JCIF）主催の「ラオス税務行政実務研修」については，玉川雅
之＝鈴木孝直＝酒井克彦「ラオスの税制と税務行政一ラオス税務行政実務研修を
終えて－」ファイナンス42巻１号17頁以下参照。
(22）ラオスの銀行制度については，ラオス中央銀行「BankoftheLaoPDR,Ann
ualReport2005」参照。
(23）糸賀・前掲注２，６４項以下，堂本・前掲注19,10頁以下，青木・前掲注２，
３３頁以下参照。
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図表１－１ＡＳＥＡＮ諸国の基礎統計-2006年
人口名目ＧＤＰＧＤＰ成長一人当たりＧＤＰ
(百万人）（億ドル）率(％）ドル(名目）PPP(購買力）
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図表１－２ＡＳＥＡＮ諸国の実質ＧＤＰ成長率の推移 (単位：％）
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ラオスにおける付加価値税制度（１）（酒井・ＯＮＰＨＡＮＨＤＡＬＡ）２１
図表１－３ＡＳＥＡＮ諸国の外国直接投資（ＦＤＤフローの推移 （単位：百万ドル）
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図表１－４ラオスと隣国の社会基礎統計
襲薫繍辮]歳十蝋
20052004女性男性（177カ国中）２００２２００３
貧困線以下
の人口(％）
(各国政府定義）
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出所：ADBKeylndicators
UNDP,HumanDevelopmentReport2006．
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図表１－５ラオスのマクロ経済データの推移
（単位：１０億キップ，ただし貿易,外貨準備,対外債務残高,ＯＤＡ,ＦＤI：100万ドル）
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－４４
－１４６
３０１
４４７
３
１９４
2,665
149.3
10,569
2,327
3,379
Ｌ452
1,927
-1051
-4.7
-127
３３６
４６２
－４３
２１３
1,941
164.9
10,586
3,325
5,189
ｎ.ａ
ｎ.ａ
-1864
-7.0
-349
３６３
７１３
－１８９
２２７
2,056
９２１
２１７
３７５
１６８
２０９
－１５７
－９１
－３７２
３１７
690
-233
170
2,263
1,260
２２８
４１２
１９２
220
-184
-8.4
-335
３１３
６４８
－１７４
113
2,320
3,298
３７６
８４７
２６８
５７９
－４６９
－１１１
－２１６
３３７
５５３
－３０
113
2,437
開発援助(ODA）
外国直接投資(FDD
331
128
329
８６
276
４５
296
５２
282
３４
245
２４
278
２５
301
１９
272
１７
出所：ＡＤＢＫｅｙＩｎｄｉｃａｔｏｒＳ
ＵＮＣＴＡＤ,Interactivedatabase,MajorFDIIndicators
OECD,AidStatistics,ＤＡＣＯｎｌｎｅ．
ａ開発援助・借款を除く。
図表１－６ＣＬＭＶ諸国におけるＧＤＰの産業別構成の変遷
農業工業サービス業
1990２０００２００４１９９０２０００２００４１９９０２０００２００４
カンボジア
ラオス
ミャンマー
ベトナム
55.6
61.2
57.3
38.7
37.9
52.6
57.2
245
32.9
470
506
21.8
112
14.5
10.5
22.7
23.0
22.9
9.7
36.7
29.2
27.3
14.3
40.2
33.2
243
32.2
38.6
39.1
24.6
33.1
387
37.9
25.7
35.1
38.0
出所：ADBKeylndicators・だたし，ミャンマーは2003のデータを使用している。
ラオスにおける付加価値税制度（１）（酒井・ＯＮＰＨＡＮＨＤＡＬＡ）２３
図表１－７ラオスのＧＤＰ構成 （単位：１０億キップ）
産業別 2000２００１２００２２００３２００４構成比
ＧＤＰ（1990price）
農業セクター
穀物生産
家畜・漁業
林業
工業セクター
鉱業
製造業
電力業
建設業
サービスセクター
卸・小売
運輸・通信
金融
ホテル・飲食
その他
７
４
７
２
５
４
６
９
５
５
２
５
５
９
５
８
２
８
４
０
３
５
８
３
２
８
０
６
２
７
１
５
３
２
２
１
２
１
？
１ 1,192
６０６
３６１
２０７
３８
２８０
６
２１２
３４
２９
２９８
１１４
７１
１０
２５
７８
1,263
６３０
３７３
２１７
４０
３０８
６
２３９
３６
２７
３１５
１２３
７７
５
２６
８４
６
４
３
７
３
４
３
４
７
０
８
６
４
６
５
７
３
４
７
２
４
４
２
５
３
３
３
３
８
２
８
３
６
３
２
３
２
３
１
９
１ ８
６
８
４
４
７
１
９
９
８
３
９
２
５
８
９
２
６
８
３
４
８
２
８
３
３
６
４
９
２
８
４
６
３
２
３
２
３
１
９
１ ０
６
２
４
１
１
５
２
７
６
４
４
４
３
０
２
０
６
Ⅵ
６
３
Ⅵ
１
０
２
２
且
。
６
ｕ
２
６
１
４
２
１
２
２
２
１
輸入関税等 ８ ９ 1０ 1１ 1３０．９
出所：NationalStatisticsCenterLaoPDR
２４
図表１－８ラオスの財政運営構造 (単位：１０億キップ）
1999/002000/012001/022002/032003/０４構成比
歳入・贈与
歳入
税収入
税外収入
贈与
歳出合計・純転貸
経常支出
賃金
物品費
経済・社会的移転
返済利子
その他
資本支出
国内調達
外国調達
純転貸
経常バランス
贈与を除く
贈与を含む
総合バランス
贈与を除く
贈与を含む
所要資金調達
国内調達
銀行調達
非銀行調達
海外調達
プロジェクトローン
プログラムローン
償還計
2,167
1,691
1,367
３２４
475
2,513
８０８
３３５
１７４
１３０
１６５
4
1,783
481
1,302
-78
2,476
2,000
1,642
３５７
476
3,141
1,229
４１２
３３０
２４３
２４１
4
1,751
872
1,200
-160
2,568
2,327
1,879
４４９
240
3,161
1,376
５４７
３２２
３７５
１２４
8
1,643
９９５
９３１
－１４２
2,780
2,345
1,928
４１７
453
4,017
1,647
６７１
３９１
４６２
１２３
，.ａ
2,526
1,026
1,500
-156
3,105
2,822
2,329
４９４
283
3,754
2,092
９１０
４１７
５３０
２３５
ｎ.ａ
1,777
608
1,169
-115
100.0
９０．９
７５．０
１５．９
9.1
120.9
６７．４
２９．３
１３．４
１７．１
７．６
572
883
1,359
771
1,247
951
1,191
６９８
１，１５１
730
1,113
23.5
35.8
１
６
６
４
４
０
０
７
２
４
４
９
０
１
４
２
８
３
３
２
３
６
８
’
一
一
一
-1,140
-665
６６５
１８７
１８０
７
４７８
７２４
４
４
４
７
８
５
７
３
５
２
３
９
９
１
８
０
７
１
４
８
８
５
５
２
３
５
８
２
’
’ -1,672
-1,219
1,219
１１１
２４９
－１３８
1,108
1,182
１２７
－２０１
２
９
９
４
１
３
３
０
０
８
３
４
４
７
６
１
２
２
３
２
９
６
６
２
１
１
９
０
１
２
一
’
一
９
１
-30.0
-20.9
-187 -246
出所：MinistryofFinanceLaoPDR
ラオスにおける付加価値税制度（１）（酒井・ＯＮＰＨＡＮＨＤＡＬＡ）２５
図表１－９ラオスの財政歳入構造 （単位：１０億キップ）
1999/002000/012001/022002/032003/０４構成比
税収入
収益税
所得税
土地税
事業許可税
ミニマム税
取引高税
物品税
輸入税
輸出税
登録税
天然資源税
木材ロイヤリティー
水力発電ロイヤリティー
その他
税外収入
リース手数料
灌概料
罰金
管理手数料
減価償却・配当
金利
上空航行料
1,367
１８７
１１７
７
１
ｎ.ａ
２９０
２２６
１３５
４１
７
１４
２７３
２２
４７
３２４
１５
３３
１４
１７
４２
７９
１２３
1,642
２０５
１５３
１７
１
，.ａ
３１８
３７１
１７９
５７
１５
２４
１８２
５１
７１
３５７
３９
２４
１２
２４
６７
７６
１１４
1,879
２４３
１２６
１９
１
１０
３７５
２８６
２４０
５１
１２
１７
３６２
４６
９２
４４９
２２
ｎ.ａ
ｌ２
８５
８４
５６
１８７
８
６
０
３
１
９
７
４
６
７
４
３
８
５
７
７
６
３
６
４
７
７
４
２
２
４
２
６
９
１
４
１
２
１
４
０
１
３
１
５
８
４
７
９
２
１
４
２
３
２
１
４
１
６
１ ９
２
９
５
１
０
５
４
１
８
６
２
５
２
９
４
８
４
０
１
０
６
８
２
２
７
２
１
９
８
５
２
１
３
２
３
２
９
２
２
９
１
４
９
３
２
１
５
４
３
２
１
４
１
９
２ ５
９
３
９
０
４
１
２
４
０
６
１
０
１
６
５
０
１
７
２
８
６
０
●
●
●
■
●
●
●
Ｇ
●
●
●
●
●
□
●
●
●
●
●
●
■
●
●
２
７
６
０
０
０
１
７
２
１
０
１
８
１
４
７
１
０
０
３
３
１
７
８
２
１
１
１
６
歳入合計 1,6912,0002,3272,3452,822100.0
出所：MinistryofFinance,ＬａｏＰＤＲ．
２６
図表１－１Ｏラオスのマネタリーサーベイ (単位：１０億キップ）
2000２００１２００２２００３２００４２００５
外貨純資産
外貨資産
外貨負債
国内純資産
国内資産
対政府純資産
対国有企業
対民間部門
その他
流動性（Ｍ２）
現金
当座預金
貯蓄性預金
外貨預金
名目ＧＤＰ
Ｍ２／ＧＤＰ(％）
1,527
2,224
-697
７２９
1,439
-420
６０６
1,253
-711
2,252
６８
２７２
２００
1,713
13,669
１６．５
1,486
2,309
-823
1,219
2,435
-119
1,021
1,532
-1216
2,704
１０５
２６３
３０８
2,029
15,702
１７．２
2,326
3,654
-1,328
1,110
2,259
-379
1,133
1,505
-1,150
3,436
１３５
３５８
４５２
2,490
18,401
１８．７
2,724
3,974
-1,250
Ｌ371
2,323
-131
９７４
1,480
-953
4,095
２６２
４３７
７６２
2,634
22,511
１８．２
3,271
4,652
-1,380
1,729
2,550
-130
９９９
1,682
-821
5,000
５１１
５４１
８９７
3,050
26,590
１８．８
3,389
4,880
-1,492
2,028
2,689
１９１
７３７
2,144
-661
5,416
８０５
６１０
８４３
3,159
30,600
１７．７
出所：BankoftheLaoPDRAnnualReport．
